
財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）「公益法人会計基準」（令和2年5月15日最終改正 内閣府公益認定等委員会）を準用している。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法）によっている。

（３）退職給付引当金の計上基準

　　　職員の退職給与の支給に備えるため、当期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．会計方針の変更
　今年度から「公益法人会計基準」（令和2年5月15日最終改正 内閣府公益認定等委員会）を準用している。
　そのため、前年度欄は今年度の基準に合わせ、一部修正した参考表記となっている。

３．特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４．特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円) 

合　　　　計 100,891,931 101,170,000 278,069

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

第340回　利付国債 100,891,931 101,170,000 278,069

合　　　　　　計 40,613,259 (22,000,000) (18,613,259)

小　　　　　　計 40,613,259 (22,000,000) (18,613,259)

80周年積立資産 22,000,000 (22,000,000)

特定資産

退職給付引当資産 18,613,259 (18,613,259)

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に
産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

(単位：円) 

80周年積立資産 0 22,000,000 0 22,000,000

小　　　　　　計 0 40,613,259 0 40,613,259

合　　　　　　計 0 40,613,259 0 40,613,259

特定資産

退職給付引当資産 0 18,613,259 0 18,613,259

一般社団法人東京科学機器協会

(単位：円) 

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高


